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Ⅰ　はじめに
　近年，わが国では，上場会社が財務情報について不実の開示を行う事例が間
財務情報の不実開示と法的責任（1）
──  「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準・慣行」
の概念とその逸脱に対する法的責任のあり方に関する
一考察 ──
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早稲田商学第 438号
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Ⅰ　はじめに
Ⅱ　GAAPに関する制度およびその逸脱に対する各種責任等に関する制
度の概要
１　会社法上のGAAPを通じた会計処理規制
２　金商法上のGAAPを通じた会計処理規制
３　GAAPから逸脱した会計処理に対する法的責任等に関する諸制度
Ⅲ　GAAPからの逸脱の有無が問題とされた近時の責任等の追及事例
１　日本長期信用銀行事件
２　日本債券信用銀行事件
３　ライブドア事件
４　足利銀行事件
５　三洋電機事件
６　IHI 事件
７　小括 （以上，本号）
Ⅳ　GAAPを中心とした会計処理規制のエンフォースメントのあり方
Ⅴ　おわりに
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断なくみられてきている。その背景の一つには，2000年代に入って以降，世界
的に会計不祥事が頻発し，わが国でも2005年のカネボウ事件等の会計不祥事を
契機として会計監査の厳格化が図られ，また，内部統制に関わる制度等が整
備・改善されてきたことによる，不実開示に関わる事象の露見数の増加が考え
られよう。
　加えて，平成16年に行われた旧証券取引法の改正により，有価証券届出書等
の発行開示書類における虚偽記載について課徴金制度が導入され，その後，平
成17年，平成18年，平成20年および平成24年の同法の改正，平成19年の公認会
計士法の改正等により，有価証券報告書や四半期報告書等の虚偽記載，公認会
計士・監査法人の虚偽証明等にまで課徴金制度の対象が拡大され，課徴金の水
準が引上げられるなどし，そして，同制度の運用面においても，現実に多くの
課徴金納付命令の決定がなされてきている（証券取引等監視委員会による金融
庁への課徴金納付命令の勧告数の推移についてではあるが，下記【参考１】参
【参考１】　課徴金納付命令勧告の内訳
 （単位：件）
年　度 18 19 20 21 22 23 24 25 計
虚偽記載の勧告件数 ３ ８ 11 ９ 18 ９ ９ ２ 69
発行開示書類等 １ ０ ０ １ ３ １ ０ ０ ６
うち個人 ０ ０ ０ １ ３ １ ０ ０ ５
継続開示書類 １ ５ ６ ６ ７ ２ ６ １ 34
両方の虚偽記載 １ ３ ５ ２ ８ ６ ３ １ 29
不提出の勧告件数 ─ ─ ０ ０ １ ２ ０ ０ ３
発行開示書類 ─ ─ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ２
継続開示書類 ─ ─ ０ ０ １ ０ ０ ０ １
公開買付に係る勧告件数 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ １
（注）年度とは当年４月から翌年３月をいう。ただし，平成25年度は５月31日まで。
＊ 証券取引等監視委員会事務局「金融商品取引法における課徴金事例集～開示規制編～」（2013年６
月）より
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照）。こうした課徴金制度の導入・拡充とその運用実態も，不実開示に関わる
事象の露見数の増加に寄与してきているといえよう。
　ところで，財務情報に関する不実開示が露見した事例の中には，課徴金納付
命令の決定がなされた事例のほか，不実開示を行った会社やその取締役等に対
して，後述するように，刑事責任が追及されたり，民事上の損害賠償請求がな
されている例もみられてきている。そのうえ，事例によっては，それら民事と
刑事の両責任が追及されたり，課徴金納付命令の決定がされたうえ，その後に
刑事責任や民事責任が追及されている例もみられる⑴。
　そうした事例，とくに責任の帰趨が司法判断に委ねられた事例においては，
刑事責任や民事責任が成立するか否かという判断がなされる局面において，
「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」または「一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準」といった，ある意味で包括的であり，かつ，抽象的
な会計規範（以下，本稿では，紙幅の関係から，特定の条文における法文等を
引用する場合を除き，そうした会計規範を総称して，“Generally Accepted 
Accounting Principles”の略称である『GAAP』と表記することとする）につ
いて，その概念やそこに入るべき“Principles”（会計基準や会計慣行等）の範
囲が問題とされていることが多い。なぜなら，後述するように，各種責任等が
追及されている実際の事例では，大枠として，問題とされた財務情報の開示が
「法的責任等が生じるとすべき不実の開示」であった否かということについて，
①当該開示の前提となる会計処理を行うにあたって拠り所とすべき GAAPが
如何なるものであったか（そうしたGAAPが唯一のものであったか，または，
複数の会計処理方法が許容されていたか，といったことも含む），また，②問
題とされた財務情報の開示内容が本来従うべき GAAPからの逸脱を反映した
ものであり，その逸脱の程度が法的責任を生じさせる程のものであったか，と
─────────────────
⑴　なお，課徴金納付命令の決定がなされ，さらに刑事責任が認められた場合については，その際の
課徴金と罰金等に関して調整規定が設けられている（金商法185条の８第６項－８項等参照）。
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いった観点から責任の有無等について判断されていることが多いように思われ
るからである（なお，後述するように，課徴金納付命令の決定がなされる際に
は，問題とされた開示書類において，重要な事項につき虚偽の記載または不記
載という事実があったか否かがポイントとされており，そうした認定・判断の
前提となる GAAPからの逸脱の有無に関しては，決定の際などにおいてあま
り詳細に記述されていない例が多い）。
　そのうえで，課徴金納付命令の決定に関する事例，刑事責任や民事責任が問
われた事例を見てみると，GAAP の内容とそれからの逸脱の有無についての
判断の枠組みや，最終的な責任等の有無に関する判断については，仮に同一の
会社のほぼ同時期の不実開示に関するものであっても，課徴金納付命令の決
定，刑事責任または民事責任の追及といった場面，そしてそれぞれの審級等に
よって異なることも少なくない。
　もちろん，各種責任等に関する制度には，それぞれの趣旨や責任を課す際の
枠組みなどがあり，そうした違いに基づいてそれぞれの決定や判決の中で示さ
れる考え方や結論に差異が生じているとすれば，そのことには，特段の問題は
ないものと思われる。しかし，本稿のⅢで述べるように，各事例やその中にお
ける行政上または司法上の判断の中で現実にみられている考え方や結論の差異
は，単なる制度の趣旨や枠組みの違いといたことだけでは説明がつかない，別
の要素や考慮が働いているのではないか，そのうえで，捉え方によっては，
GAAP という包括的・抽象的な会計規範を核とした会計規制に起因する基礎
的な問題や課題が根底に横たわっているのではないか，とまで考えさせられる
要素が含まれているようにも思われる。
　本稿は，以上のような問題意識から，分析・検討の対象として，主に上場会
社を念頭に置きながら，GAAP からの逸脱の有無に関わる問題が内在してい
ると思われる不実開示事例について，会社自身またはその関係者に対して各種
法的な責任等が追及されているいくつかの事例について分析を行い，そこから
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現在の GAAPそれ自体とそこからの逸脱に対する法的責任に関する制度上ま
たは解釈論上の問題点や課題を抽出し，それらについて若干の検討を行うもの
である。
　なお，本稿では，以上のような問題意識から，財務情報の不実開示事例の中
でも，架空循環取引，売上の先行計上や棚卸資産の過大計上などによる売上，
利益および資産の過大計上や，いわゆる「飛ばし」等による簿外での損失処理
が行われた場合など，問題とされた会計処理がGAAPから逸脱したものであっ
たか否かということがそもそもほとんど問題とならない，不実開示であったと
いうことが比較的明確な事例や，関係者が故意またはそれに近い主観に基づい
て行った不実開示事例等については，主たる分析対象から除外することとす
る⑵。
Ⅱ　GAAPに関する制度およびその逸脱に対する各種責任等に関
する制度の概要
　具体的な事例について分析を行う前に，現行制度の下でどのようにして
GAAPの概念やそれに含まれうる会計基準その他会計に関する慣行の範囲が
─────────────────
⑵　たとえば，会社関係者らの故意に基づく不実開示事例としては，オリンパス事件がある。同事件
では，平成24年７月11日，投資有価証券の過大計上，のれんの過大計上，長期借入金の過少計上な
どによって連結純資産額を次第1178億円余りを水増しし，重要な事項について虚偽の記載がある有
価証券報告書等を提出したとして，法人としての会社に対して１億9000万円余の課徴金納付命令の
決定がなされている（平成24年度（判）第１号金融商品取引法違反審判事件）。また，同事件に関す
る刑事事件（東京地判平成25年７月３日Westlaw Japan 文献番号2013WLJPCA07036004）では，
代表取締役等が，損失隠しにについて指示・了解するなどし，部下の幹部職員や外部の協力者と密
接に協議や協力を行い，海外ファンドへの「飛ばし」，M&Aや株式オプションの利用など，国際
金融取引や企業会計に関する高度の専門知識を悪用しながら損失隠しを行っていたなどとして，法
人としてのオリンパス株式会社に罰金７億円，その代表取締役等にも懲役２年６月から３年（執行
猶予つき）の有罪判決が下されている（この刑事事件は，検察，弁護側とも控訴せず，控訴期間経
過によって確定している）。
　　なお，その後，約１億9000万円の課徴金納付命令のうち，刑事事件で扱われなかった期間の虚偽
記載に対する課徴金額約2000万円を除く，約１億7000万円分については，課徴金と罰金との調整に
よって取消されている。
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問題となり，そのうえで，そうした GAAPからの逸脱に対する法的責任等の
有無がどのような形で問題となり得るか，ということについて会社法および金
融商品取引法（以下，原則として「金商法」とする。）上の関連規定や制度に
ついて簡単に整理しておきたい。
１　会社法上のGAAPを通じた会計処理規制
　会社法は，第二編第五章「計算等」において，431条以下に株式会社の会計
に関する規定を置いている。それらの規定が置かれている趣旨または目的とし
ては，一般に，（1）株主や債権者に対し，彼らが株式会社との間で行う出資や
取引等に関する意思決定を行ううえでの前提となる財務情報を提供する，であ
るとか，（2）会社債権者と株主との間の利害調整という観点から，剰余金の配
当その他財産分配の限度（額）を画するため，といった説明がなされている⑶。
（2）の分配可能な財産の限度（額）を画するといった趣旨または目的について
は，現状の資本制度や同制度を基礎に置く財産分配規制の合理性などに関して
疑問を呈する見解もみられているが⑷，具体的な規制のあり方はともかく，財
産分配規制それ自体の必要性や，そうした規制において一定の会計的に測定さ
れた数値や情報を用いることを否定する見解はほとんどみられてきてない⑸。
　とはいえ，現行会社法の下での会計関連の規定は，その多くが財務情報の開
示媒体である計算書類等の作成と監査，資本制度，そして，剰余金の配当など
に関わるものが多く，会計処理の具体的なあり方等については，会社計算規則
に資産や負債の評価を中心とする若干の規定が置かれてはいるものの（同規則
─────────────────
⑶　江頭憲治郎『株式会社法』（有斐閣，第４版，2011年）541頁，神田秀樹『会社法』（弘文堂，第
15版，2013年）253頁参照。
⑷　たとえば，森本滋「序論─わが国会社法の資本制度関連改正の動向」商事1601号５頁（2001年），
藤田友敬「株主の有限責任と債権者保護（2）」法教263号125-128頁（2002年）など参照。
⑸　たとえば，大杉謙一「負債・資本の新区分と会社法」日本銀行金融研究所Discussion Paper No. 
2009-J-4，3-6頁（2009年），久保大作「資本制度・分配規制に関連して」商事1974号21頁以下（2012
年）など参照。
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５条－12条），それほど詳細に定められているわけではない。そのうえで，会
社法は，431条において「株式会社の会計は，一般に公正妥当と認められる企
業会計の慣行に従うものとする」と定めるとともに，会社計算規則３条におい
ても，同規則の用語の解釈および規定の適用について「…一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行をしん酌しなければならな
い」と定め，会計処理のあり方に関する規律の多くをこれら GAAP関連規定
に委ねるという法制を採っている。
　このように，主として GAAPという抽象的・包括的な規範に依拠した会計
処理規制が行われてきた背景に関連して，現行会社法431条の前身である平成
17年改正前商法32条２項が昭和49年の商法改正時に導入された際に考慮された
事項として，次のようなことが挙げられている。
　すなわち，①同改正により，大会社（現行会社法における定義について，法
２条６号参照）が作成する計算書類等について，会計監査人（資格要件として
公認会計士または監査法人であることなどが要求される─現行会社法における
当該要件等につき，同法337条参照）による監査が強制されたことに伴い，従
前から旧証券取引法に基づいて上場会社等に対して行われていた公認会計士・
監査法人による財務諸表監査との整合性を図るべく，当時から旧証券取引法上
の財務諸表監査の基準と位置づけられていた「企業会計原則」が会社法上の
GAAPにほぼ含まれるであろうとの理解を前提に⑹，同原則に商法（現在の会
社法）上の規範としての一定の位置づけを与え，②企業会計の急速な進展や，
新たな企業会計に関わる「原則」の出現等に対して会社法が適時・適切に法改
正等によって対応することに困難が伴うことに対処し，③他方で，「企業会計
原則」に明確な法的拘束力を認め，かつ，その設定・公表主体である企業会計
─────────────────
⑹　江頭教授は，企業会計審議会が公表する「企業会計原則」をはじめとする会計基準は，会社法
431条所定の「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」に一応当たると推定される（ただし，
唯一のそうした慣行にあたるものではない）と述べておられる。江頭・前掲注⑶578頁。
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審議会が公表する同原則その他の諸原則に会社法に基づく会計処理規定の内容
を白紙委任することへの躊躇等に対しても配慮する，といった考慮事項である。
　これら①～③の考慮事項について，当時の法制審議会商法部会等において
様々な議論がなされた結果，当初の GAAPに関する規定は，平成17年改正前
商法32条２項の文言，すなわち「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ
公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ」との文言に落ち着いたとされる⑺。とくに『斟
酌スベシ』との文言が採用された点については，当時の立法担当官の説明によ
れば，「公正妥当な企業会計の慣行が商法の解釈の指針となることを明らかす
る規定を設け…もっとも…商法の解釈は，慣習だけではなく，立法の趣旨及び
経緯，現実の社会関係における規定の作用その他多くの事情を考慮してされる
べきものであって，企業会計の慣行にしたがわないからといって直ちに商法に
違反することとはならないはずである」との考えを込めたものとされる⑻。そ
して，現行会社法431条は，いくつかの文言について変更がなされてはいるも
のの，同規定の趣旨をほぼそのまま受け継いだものとされている⑼。
　そのうえで，現在では，上記の考慮事項の中でも，とくに②の事項の観点か
ら，抽象的・包括的な規範たる GAAP関連規定の存在意義が高まってきてい
るように思われる。たとえば，尾崎安央教授は会社法431条の意義に関連して
─────────────────
⑺　味村治「商法の一部を改正する法律の解説（6）」曹時27巻７号56-65頁（1975年），尾崎安央『会
社法コンメンタール10─計算等（1）』（商事法務，2011年）45-48頁〔江頭憲治郎＝弥永真生編〕参照。
⑻　江頭・前掲注⑺63頁。
⑼　ただし，平成17年改正前の旧商法32条２項と現行会社法431条では，規定の適用範囲が，「商業帳
簿」から「株式会社の会計」へと変わり，GAAPに関する文言についても，「公正ナル会計慣行ヲ
斟酌スベシ」から「一般に公正妥当と認めれる企業会計の慣行に従うものとする」へと変更されて
いる。こうした変化については，実質的な変更を伴うものではないとの理解が一般である。相澤哲
＝岩崎友彦「新会社法の解説（10）株式会社の計算等」商事1746号26頁（2005年），江頭・前掲注
⑶579頁・脚注⑶参照。
　　他方で，現行会社法431条の下では，「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」について，
従来それが解釈指針として位置づけられるものと解されていたところから，法規範性がより明確に
されたものと捉えられ，仮に，それに「従わない」会計処理を選択する場合に，経営者等により重
い説明責任が生じることになるのではないか，との指摘もある。尾崎・前掲注⑺41-42頁。
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次のように述べておられる。
　「…今日のように企業会計が内容的に急激に進展・変化し，いわゆるパ
ラダイムの転換ともよべるような状況が生じたときには，法令等の変更手
続に手間取り，その間にいわゆるタイムラグが発生するおそれがある。即
時に法改正できないときは，その新たな会計処理基準等が『一般に公正妥
当なもの』である限り，商法典（現在では，会社法と商法典）本体の規定
よりも，例えば『一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行』（相当期
間慣行として行われていなくとも，実務上『慣行』となる可能性のある会
計基準などを含むものと理解される）のほうが優先的に適用されるべきも
のであろう。この場合は，明文の法令等の個別規定に反する会計処理に従
うことのほうがむしろ奨励され，そのことを可能とするためにも本条のよ
うな一般規定が設けられる必然性があったと考えられる」⑽
　とくに近時では，上場会社については，下記に述べる金商法における
GAAPに基づく会計処理規制との関係から，会計処理を行う際の「解釈指針」
としては，企業会計原則その他企業会計審議会が公表した諸原則に加えて，民
間の会計基準設定主体である財団法人財務会計基準機構（FASF）の下に設置
されている企業会計基準委員会（ASBJ）が公表する会計基準や適用指針，そ
して，その他金商法の下で GAAPに含まれるとされるものについても，会社
法上の GAAPに含まれ得るとされている。さらに，後述するように，金商法
上の GAAP関連規定によれば，連結財務諸表等を国際会計基準審議会（The 
International Accounting Standards Board：以下「IASB」する）が公表して
いる国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards：以下，
─────────────────
⑽　尾崎・前掲注⑺44頁
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「IFRS」とする）に基づいて作成することも認められているが，そうした
IFRS を任意に採用している一部の上場会社については，会社法上のGAAPに
ついても，少なくとも解釈指針としては IFRS が含まれるものと解され得るこ
とになろう。
　また，基本的に本稿における分析・検討の射程外ではあるが，中小企業につ
いては，企業会計基準委員会や日本公認会計士協会ほか４団体から2005年に公
表された「中小企業の会計に関する指針」や，中小企業庁の下に設置された「中
小企業の会計に関する研究会」から2012年に公表された「中小企業の会計に関
する基本要領」による会計処理が求められている。これらの指針や基本要領の
内容のすべてが直ちに一定の会社にとっての GAAPになるとは言えないまで
も，今後の実務の状況等によっては，中小企業に関して，それらが GAAPと
なり得ることも考えられよう（少なくとも，上記の指針および基本要領の設
定・公表主体はそのように考えているようである⑾）。
　こうしてみると，現行の株式会社制度における GAAPについては，上場会
社の間でも，IFRS を任意採用している会社とそうでない会社，といったよう
に会社によって GAAPの内容が大きく異なり得るうえ，上場会社と中小企業
との間ではさらに従うべき GAAPの内容が異なり得る（もちろん，会社の業
務内容や株主等の利害関係者の数や構成，さらに会計処理項目等によっては，
逆にそのような違いがあったとしても，同一の基準等を採用・適用すべきとい
うこともありえよう）。そのうえ，GAAPを構成する会計基準や会計慣行等も，
新たなものが出現したり，変更が生じるということもあり得るのであり，とく
に近時では，そうした事態が少なからず生じている。このような状況の下では，
─────────────────
⑾　「中小企業の会計に関する指針」においては，「中小企業は，本指針に拠り，計算書類を作成する
ことが推奨される」とされ（同指針【総論】・目的・３参照），また，「中小企業の会計に関する基
本要領」においては，同要領を「『中小企業の会計に関する指針』…と比べて簡便な会計処理をす
ることが適当と考えられる中小企業を対象に，その実態に即した会計処理のあり方を取りまとめる
べきとの意見を踏まえ…作成されたもの」（同要領Ⅰ・１・（1）参照）と位置づけている。
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株式会社の基本法たる会社法において，会計処理規制の多くを抽象的・包括的
な規範たる GAAP関連規定に委ねることの合理性，またはそうせざるを得な
い必然性がより一層強調されていくことになろう。しかし，他方で，こうした
GAAP関連規定の抽象性・包括規範性が原因となって，今度は，後述するよ
うな各種責任等が追及される場面において，「GAAPからの逸脱」の認定にお
ける困難な問題を生じさせることになるのである。
２　金商法上のGAAPを通じた会計処理規制
　株式会社の中でも，とくに上場会社等については，金商法により，財務情報
を中心とした情報開示が義務づけられている。金商法に基づく財務情報に限ら
ない，非財務情報も含めた開示制度一般の趣旨および目的については，「投資
者の保護」や「市場における価格形成の公正性確保をはじめとした市場の健全
性確保」といった観点から説明されることが多いが⑿，そうした趣旨や目的の
ために法がまず重要な開示事項として挙げているのは「経理の状況」である
（金商法５条１項２号，24条１項本文など参照）。そして，その「経理の状況」
に関する開示事項の中心となるのが連結および単体の財務諸表である（金商法
24条１項本文，企業内容等の開示に関する内閣府令15条１号イ，同第三号様式
第一部企業情報第５経理の状況など）。
　そのうえで，そのようにして提出が求められる連結・単体の貸借対照表，損
益計算書その他の財務計算に関する書類は，「内閣総理大臣が一般に公正妥当
であると認められるところに従つて内閣府令で定める用語，様式及び作成方法
により，これを作成しなければならない」とされる（金商法193条）。さらに，
─────────────────
⑿　松尾直彦『金融商品取引法』（商事法務，第２版，2013年）84頁以下，山下友信＝神田秀樹編『金
融商品取引法概説』（有斐閣，2010年）57頁以下。なお，金商法上の情報開示制度の直接的な目的
とは位置づけられないものの，その間接的または付随的な目的として，「有価証券の発行者の企業
行動を公正なものとすること」も挙げられることがある。神崎克郎＝志谷匡史＝川口恭弘『金融商
品取引法』（青林書院，2012年）194頁。
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同条を受ける形で，「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則」（以
下，「財務諸表等規則」とする）や「連結財務諸表等の用語，様式及び作成方
法に関する規則」（以下，「連結財務諸表等規則」とする）などの内閣府令が定
められており，それらの内閣府令では，自らに定めのない事項については「一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従うものとする」され（財務諸表
等規則１条１項，連結財務諸表等規則１条１項など），やはり最終的には
GAAPに会計処理のあり方の多くを委ねるという法制が採られている。
　ただ，金商法上のGAAPについては，会社法上のGAAPとは異なり，上記
に挙げたような内閣府令が存在していることに加え，それらの内閣府令におい
て，いくつかの会計基準や指針等がGAAPに該当する旨が明確にされている。
　たとえば，①「企業会計審議会が公表する企業会計原則その他の企業会計の
基準」は，GAAPに該当するものと明示されており（財務諸表等規則１条２項，
連結財務諸表等規則１条２項等），同様に，②一定の要件を満たす「企業会計
の基準についての調査研究及び作成を業として行う団体」が作成・公表を行っ
た企業会計の基準のうち，GAAP として金融庁長官が定めるものについても
GAAPに該当するものとされている（財務諸表等規則１条３項，連結財務諸
表等規則１条３項等）。そのうえで，後者の②についても，実際に企業会計基
準委員会が公表した会計基準等について金融庁長官による GAAPとしての指
定が行われている（平成21年金融庁告示69号，70号）。さらに，現在では，ア
メリカにおけるGAAPに基づいて作成した連結財務諸表をアメリカの SECに
登録している会社は，わが国でも原則としてUS・GAAPに基づいて連結財務
諸表を作成することができ（連結財務諸表等規則95-98条），また，特定会社（財
務諸表等規則１条の２，連結財務諸表等規則１条の２等参照）が提出する連結
財務諸表については，任意に IASB が公表する IFRS に従って作成等を行うこ
とも明示的に認められている（連結財務諸表等規則93条，平成21年金融庁告示
69号２条・３条。なお，単体の財務諸表については，日本の GAAPに従って
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作成されたものに加える形で，追加的に IFRS に従うものも作成することがで
きるとされている─財務諸表等規則127条２項）。
　このように，金商法上の GAAPについては，一定の会計基準等が内閣府令
等によって GAAPに該当する旨が明示されている。とはいえ，GAAPに含ま
れるべき会計基準等のすべてが内閣府令によって明らかにされているわけでは
ない。たとえば，日本公認会計士協会が公表する実務指針等のように，一般に
は内閣府令等によって GAAPに含まれる旨が明示されてはいないものの，一
般に GAAPに含まれるものと理解されてきているものもあり⒀，ただ，後述
するように，それらの中にはこれまでの判例等において GAAPへの該当性に
ついて争われてきているものもある。したがって，金商法上の GAAPについ
ても，その抽象性や包括規範性に起因する問題は残されており，かつ，当面は
会社法上のGAAPと同様，存在し続けるものと思われる。
３　GAAPから逸脱した会計処理に対する法的責任等に関する諸制度
　上述したように，GAAP から逸脱した会計処理が行われたと認められる場
合，法人としての会社やその役員等に対し，以下に挙げるような刑事責任また
は民事責任が課される可能性があり，また，課徴金納付命令の決定がなされ得
ることとなる。
（1）　刑事責任等
　GAAPから逸脱した会計処理が行われ，提出された有価証券報告書等に「重
要な事項につき虚偽の記載」があるとされる場合，そうした有価証券報告書等
を提出した者や法人としての会社について，有価証券報告書等虚偽記載罪が成
─────────────────
⒀　小谷融『金商品取引法コンメンタール４─不公正取引・課徴金・罰則』（商事法務，2011年）
484-486頁〔神田秀樹 =黒沼悦郎＝松尾直彦編〕，伊藤邦雄『現代会計入門』（日本経済新聞出版，
第９版，2012年）82頁等参照。
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立し得る（金商法197条１項１号，197条の２第６号，207条１項１号・２号）。
また，会社法上も，取締役などの役員等につき，計算書類等の虚偽記載に基づ
く過料の対象となり得る（同法976条７号。ただし，実際に過料が科された例は，
少なくとも第２次世界大戦後ついてはほとんどみられていないようである）⒁。
　さらに，GAAP から逸脱した会計処理が行われた結果，本来の分配可能額
（会社法461条２項参照）を超える形で剰余金の配当その他の会社財産の分配が
された場合は，取締役などの役員等につき，違法配当罪（会社法963条５項２号）
を構成し得る。そのうえで，会社財産の分配が「自己若しくは第三者の利益を
図り，又は，株式会社に損害を加える目的で」なされた場合は，特別背任罪（会
社法960条１項）にも該当し得ることとなる。
（2）　民事責任
　GAAPから逸脱した会計処理が行われ，それに基づいた不実の開示がなさ
れた場合，会社の役員等に各種法律に基づく民事上の責任を生じさせ得る。た
とえば，有価証券届出書や有価証券報告書の重要な事項について虚偽の記載が
あるとされた場合，金商法24条の４および22条等により，役員等に損害賠償責
任を生じさせる可能性があるほか，さらに，GAAP から逸脱した会計処理が
分配可能額を超えた剰余金の配当に帰結した場合などは，会社法上も，剰余金
の配当等に関する責任について定める同法462条に基づいて会社に対する損害
賠償責任を負う可能性や，同法429号１項または２項に基づいて第三者に対す
る損害賠償責任を負う可能性がある。また，直接問題とされた会計処理や剰余
金の配当等に関わっていない役員等も，監視義務違反等があったとして同法
423条に基づく損害賠償責任を負う可能性がある。もとより，株主や各種債権
者等に対して一般不法行為（民法709条）に基づく損害賠償責任を負うことも
─────────────────
⒁　久保大作「会社法における開示規制・分配規制への刑事的制裁」法時84巻11号９頁（2012年）参
照。
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考えられよう。
　また，有価証券報告書届出書や有価証券報告書の提出者である法人としての
会社自身もまた，民事上の損害賠償責任を株主その他投資家等に対して負うこ
ともあり得る。その際の根拠としては，①民法709条に基づく一般不法行為責
任，②代表取締役等に不法行為責任が成立することを前提とした会社法350条
に基づく責任，③発行市場における有価証券届出書等の不実開示に関する金商
法18条に基づく責任，および④流通市場における有価証券報告書等の不実開示
に関して金商21条の２に基づく責任，などが考えられる。中でも④の金商法21
条の２に基づく責任は，近時，その追及事例が多くみられ，かつ，今後も増加
が見込まれており，注目されている。
　金商法21条の２についてもう少し詳しく述べれば，同条は，平成16年の旧証
券取引法の改正の際に創設されたものであり，有価証券報告書等において重要
な事項に虚偽記載等があった場合に，流通市場において有価証券を取得した者
に対して，法人としての会社が『無過失の』損害賠償責任を負う旨を定めたも
のである（同条１項。なお，前記金商法18条に基づく責任も無過失責任である。
これら規定に基づく責任が無過失責任とされている点については，現在，法改
正の動きもみられているところであるが，この点については本稿の後半で触れ
ることとしたい）。こうした規定が設けられた趣旨としては，不実開示の被害
者に対して，会社の役員等ではない，会社そのものの損害賠償を認めることに
よる被害者救済の実効性の確保や，責任認容事例の増加を見込むことに依る不
実開示の抑止，そして，それらによるわが国の証券市場の公正性と透明性の確
保，といったことが挙げられている⒂。
　また，金商法21条の２では，民事責任を認定する際における重要な要素であ
─────────────────
⒂　三井秀範編著『課徴金制度と民事賠償責任－条解 証券取引法』（金融財政事情研究会，2005年）
30-32頁，岩原伸作ほか「金融商品取引法セミナー（第11回）民事責任（1）」ジュリ1397号（2010年）
81-82，82-83，84-85頁〔三井発言〕。
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る，投資家の損害について，虚偽記載等の事実の公表前１年以内に有価証券を
取得し，当該公表日に引き続き当該有価証券を所有している者について，公表
日前１か月間の当該有価証券の市場価格の平均額と公表日後１か月間の市場価
格の平均額の差額を損害額とすることができるとする，損害額に関する推定規
定が設けられている（同条２項。ただし，最終的な損害賠償額は最大でも金商
法19条１項によって算出される額までとされている⒃。同条１項参照）。こう
した損害額の推定に関しては，一般的な不法行為に基づく損害について，それ
を加害行為がなかったとした場合の財産状態と現実の財産状態の差額ととらえ
る，いわゆる「差額説」の考え方⒄を前提に，不実開示に基づいて有価証券を
取得した者の損害を「『証券取得時の価額』と『不実開示がなかったとした場
合のあるべき市場価額』との差額」とみたうえで，通常，不法行為責任を追及
する場合は，そうした価額の立証，とりわけ後者の「不実開示がなかったとし
た場合のあるべき市場価額」の立証に困難を伴うであろうと考えられるとこ
ろ，法律上，「差額説に基づく理論価額」≒「現実に虚偽記載が公表された時
の相場の下落額」と評価し，損害額として推定することにしたもの，と説明さ
れている⒅。
　以上のような立法趣旨や，それに基づいて実際に設けられた現行金商法21条
の２の内容，そしてこれまでの同条の運用の状況等については様々な評価がな
─────────────────
⒃　また，金商法21条の２にに基づく責任については，同条４項および５項により，同条２項に基づ
いて導き出される損害額のうち，「虚偽記載等によって生ずべき当該有価証券の値下り以外の事情
により生じた」損害については，発行会社等の賠償責任を否定する旨が定められている。立法担当
者の説明によれば，発行会社等が同条４項を援用するためには，①虚偽記載等によって生じた値下
り以外の事情の証明，②①の事情と損害の因果関係，③②の損害の「額」の３点を立証する必要が
あるという。他方，証券価額の変動によって生ずる損害は，市場の価格形成メカニズムにおける種々
の要因により決せられるため，損害の「額」まで立証することが困難であることが多い。そこで，
そうした「額」については必要な証明度を軽減し，裁判所が，口頭弁論の全趣旨および証拠調べの
結果に基づいて，「賠償の責めに任じない額」として相当な額を認定できるとしたのが同条５項で
あると説明されている。三井編著・前掲注⒂160頁参照。
⒄　於保不二雄『債権総論』（有斐閣，新版，1972年）135頁参照。
⒅　三井編著・前掲注⒂35-37頁
385財務情報の不実開示と法的責任（1）
599
されうるところであろう（とくに，本条の責任を無過失責任とした点について
は，実務を中心に過酷すぎるとの批判があるようであり，それが前述した法改
正の動きに結びついているようである）。ただ，いずれにしても，実際に不実
開示に関して，法人である発行会社に損害賠償責任が追及される例や，後述す
るライブドア事件の民事事件のように，従前まで見られることのなかった各種
主体の責任を認容する判決がみられるようになってきたのは，同規定の創設の
頃からである。
（3）　課徴金納付命令
　GAAPから逸脱した会計処理が行われ，発行開示書類や有価証券報告書等
において「重要な事項につき虚偽の記載があり，又は記載すべき重要な事項の
記載が欠けている」と認められる場合，金商法172条の２や172条の４により，
会社に対して課徴金納付命令の決定もなされ得る。また，発行開示書類に関す
る虚偽記載については，役員等も課徴金納付命令の対象となり得る（金商法
172条の２第２項─なお，継続開示書類の虚偽記載については，発行者の役員
等は課徴金納付命令の対象とはされておらず，発行開示書類に関する虚偽記載
の場合と比してバランスを欠くのではないかとの指摘がなされている⒆）。
　こうした課徴金納付命令に関しては，とくに法人としての会社を対象として
その決定がなされる場合について，理論的には，課徴金は行政上の措置であっ
て刑事罰ではなく，責任非難の観点を考慮する必要はないうえ，虚偽記載をし
た行為者を特定したり，そうした者が「重要な事項につき虚偽の記載があるこ
と」等について認識があったことを要件とする必要はないとされている⒇。
─────────────────
⒆　黒沼悦郎「ディスクロージャーの実効性確保─民事責任と課徴金」日本銀行金融研究所金融研究
2006年11月号90頁。
⒇　三井編著・前掲注⒂53頁，松尾直彦「金融商品取引法における国際基準のエンフォースメント」
東京大学法科大学院ローレビュー４号（2009年）213頁参照。
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　以上のような各種責任等に関する制度の趣旨や目的については，大要，刑事
責任については「犯罪の抑止および予防のための制裁」21，民事責任について
は，詳細はそれを規定する金商法，会社法および民法といったそれぞれの法律
ごとに異なり得るものの，一般論としては「（会社，株主その他の投資家等に
生じた）損害の回復・塡補」と「任務懈怠の防止・抑止」22，そして，金商法
上の課徴金制度については「違反行為の抑止」や「金商法による各種規制の実
効性の確保」23といったことが挙げられてきている。いずれの責任等に関する
制度も，「犯罪」，「任務懈怠」，「違反行為」といった厳密な意味での「対象行
為の概念」に違いはみられるものの，いずれにしても，会社およびその関係者，
市場または社会等において望ましくないとされるそれらの行為を上記責任等に
関する制度によって「抑止」しようとしている点で，趣旨または目的に共通点
がみられる（少なくとも，「重なり」があると捉えることができるように思わ
れる）。そのためか，ある不適切な会計処理が行われた場合に，いずれの責任
等にかかる制度との関連において GAAPから逸脱したものと評価され，その
結果，会社やその役員等に具体的な責任等が課されることになり得るのか（ま
たは，複数の責任等が重複して課されることになり得るのか）ということにつ
いては，少なくとも法文上は明らかにはされていない。この点，GAAP から
の逸脱の存否にかかる判断基準となるべき，問題とされた会社および当該会社
が行った会計処理におけるあるべき GAAPの内容については，最終的には司
法判断によるものといわれている一方24，後述するように，実際に各種責任等
─────────────────
21　山口厚『刑法総論』（有斐閣，第２版，2007年）２頁参照。
22　近藤光男＝吉原和志＝黒沼悦郎『金融商品取引法入門』（商事法務，第３版，2013年）55-56頁，
190頁。なお，江頭教授は，とくに会社法上の対会社責任（同法423条）の機能につき，損害塡補機
能と抑止機能につき，損害塡補機能の色彩を強く認めることは，取締役の人材の確保を困難にしか
ねず，抑止機能を重視する立場から解釈等を再検討する必要があると述べておられる。江頭・前掲
注⑶434-435頁。
23　三井編著・前掲注⒂13頁。
24　江頭・前掲注⑶579頁，尾﨑・前掲注⑺53頁
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が追及されている判例や課徴金納付命令に関する事例をみてみると，仮に同一
の事案に関するものであったとしても，追及されている責任等の違いや，さら
に，追及されている責任等が同じであったとしても，審級等によって，結論や
そこに至る理由・判断の枠組み等に違いがみられてきている。いずれにしても，
現状では，いかなる責任等の追及のコンテクストにおいて，いかなる会計処理
等が GAAPから逸脱したものと評価され，結果として責任等が生じることと
なるのか，といったことが不明瞭である。
　以下，そうした状況について，具体的にいくつかの事例をもとに概観したい。
Ⅲ　GAAPからの逸脱の有無が問題とされた近時の法的責任等の
追及事例
　以下では，GAAP という会計規範の抽象性や包括性故に，そのような
GAAPからの逸脱が問題とされた近時の主要な事例（判例および課徴金賦課
事例等）について，とくに刑事責任まで追及されたものについては当該判例を
中心に取り上げ，概観する。
１　日本長期信用銀行事件（最判平成20年７月18日判時2019号10頁）
　株式会社日本長期信用銀行（以下，「長銀」とする）は，平成10年10月に金
融機能の再生のための緊急措置に関する法律（いわゆる金融再生法）が施行さ
れたと同時に特別公的管理の開始の決定を受け，実質的な国有化の下で破綻処
理に入った。その後，元経営陣らに対して，刑事責任および民事責任が追及さ
れ，下級審も含めていくつかの判決や決定が下されている。ここでは刑事事件
の最高裁判決を中心に概観する。
　この長銀に関する刑事事件では，平成10年３月期の同行の決算に関して，本
来は約5847億円の当期未処理損失があったにもかかわらず，取立不能と見込ま
れていた貸出金約3130億円について償却・引当の処理を行わず，それを過少に
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約2716億に圧縮して有価証券報告書に記載したうえ，当時の大蔵省に提出した
ことが有価証券報告書等虚偽記載罪に該当し，また，圧縮計上した未処理損失
額を前提に，任意積立金の取り崩しによって利益を計上し，配当を行ったこと
が違法配当罪に該当するとして，同行の頭取や副頭取の地位にあった３名の元
代表取締役らが起訴された。また，長銀事件については，刑事事件のほかにも，
実質的に国有化された後の長銀およびその後に長銀から損害賠償請求権を譲り
受けた整理回収機構により，元取締役らに対して民事上の損害賠償責任（主と
して平成17年改正前商法266条１項１号・５号（現行会社法423条，462条）に
基づく会社に対する責任）も追及された25。
　こうした刑事・民事の両事件ともに，その共通した主な争点として，上記の
ような長銀による貸出金の評価が，平成17年改正前商法における GAAP規定
である同法32条２項における「公正ナル会計慣行」に則したものであったか否
か，ということが問題とされた26。
　その点に関する事実として，まず，平成９年３月期以前においては，旧大蔵
省から発出された通達の中に銀行の会計処理の基準となるべき「（改正前）決
─────────────────
25　長銀関連の民事責任追及事例としては，ほかに，元取締役らおよび監査法人に対し，平成９年９
月中間期に関する半期報告書に虚偽記載があったとして，旧証券取引法に基づく民事責任（同法24
条の５第５項，22条１項，21条１項１号・３号）を追及した大阪地判平成19年４月13日判時1994号
94頁がある。
26　なお，長銀事件および後述する日債銀事件に関しては，前者が当時の商法上の違法配当罪と旧証
券取引法上の有価証券虚偽記載罪，後者が旧証券取引法上の有価証券虚偽記載罪の成立が問題とさ
れていたにもかかわらず，いずれの事件にかかる裁判においても，旧証券取引法上の概念である「一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準」ではなく，旧商法上の概念である「公正ナル会計慣行」
からの逸脱の有無が問題とされており，この点には違和感があるとの指摘もなされている。西崎哲
郎ほか「〈座談会〉長銀・日債銀取締役証券取引法違反事件の考察」金法1891号15頁〔松尾発言〕
（2010年）。
　　また，神例康博教授により「…そもそも，金商法における『一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準』と会社法における『一般に公正妥当な企業会計の慣行』との関係自体，必ずしも明らか
ではないように思われる。このような状況は，罰則の適用という点からみれば，犯罪の成否が『慣
行』によって決せられるという点を措くとしても，何が従うべき会計基準なのかが必ずしも明確で
はないという意味において，明確性の点で問題を有するように思われる。」との指摘もなされてい
る。神例康博「粉飾決算と犯罪」刑法雑誌51巻１号（2011年）67頁。
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算経理基準」が存在し，当該基準はいわゆる税法基準によって補充されていた
ところ，それらの基準によれば，長期信用銀行を含む銀行の貸出金については，
回収不能または回収不能見込みとして法人税法上損金算入が認められる額につ
いては貸倒償却・引当を行う義務があった一方で，有税となる償却・引当は原
則として行わないこととされ，また，関連ノンバンクに対する貸出金について
は，再建支援を前提とする限りにおいて，やはり償却・引当を行わないものと
されていた。
　平成９年３月になって，旧大蔵省は，銀行経営の健全性確保のために平成10
年４月から導入予定であった新たな監督手法の早期是正措置制度に関連して
「早期是正措置制度導入後の金融検査における資産査定について」と題する通
達（以下，「資産査定通達」とする）を発出した。その「資産査定通達」によ
れば，各銀行等は平成10年３月期から資産を自己査定し，貸出金については回
収可能性に応じて分類を行ったうえ，適正な償却・引当を行うこととされた。
そして，同通達の発出を受け，平成９年４月には日本公認会計士協会からいわ
ゆる「四号実務指針」が公表され，同月，大蔵省も金融検査官あてにいわゆる
「９年事務連絡」（金融機関等の関連ノンバンクに対する貸出金に関する査定の
あり方を示したもの。なお，この事務連絡は金融機関一般に対しては公表され
ていなかった）を発出した。その後，全国銀行協会連合会の融資業務専門会も
「『資産査定通達について』に関するQ&A」および「『資産査定通達について』
に関するQ&Aの追加について」（以下，「追加Q&A」とする）を，それぞれ
平成９年３月と７月に全国の金融機関に対して送付した。
　各銀行等は，こうした資産査定通達等によって補充された改正後の決算経理
基準の下で，税法上の基準にとらわれることなく，貸出金の実態に応じて有税
による償却・引当を実施すべきものとされていた。
　こうした状況の下，長銀は，平成10年３月期決算について，改正前の決算経
理基準に依った場合には，同基準から逸脱したとは認められない一方，改正後
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の新たな決算経理基準の方向性からは逸脱する形で，貸出金の資産分類，償
却・引当の実施の有無に関する査定を行い，その結果に基づいて計算書類や利
益処分案等を作成し，株主総会において承認を受けるとともに，そうした会計
処理に基づいて有価証券報告書を作成・提出した。
　以上のような事案について，刑事事件の第１審（東京地判平成14年９月10日
刑集62巻７号2469頁）は被告ら全員を有罪とし，第２審（東京高判平成17年６
月21日判時1912号135頁）も，平成10年３月期について，本件事件当時，資産
査定通達および改正後の決算経理基準の内容は貸出金等の償却・引当に関して
合理的かつ明確なものであって周知徹底が図られており，さらに，事件当時は
そうした資産査定通達等が示す基準に基本的に従うことが「唯一の公正ナル会
計慣行」であったと認められるなどとして，やはり被告ら全員を有罪とした。
　これに対し，最高裁は破棄・自判し，被告ら全員を無罪とした。そうした結
論を下した理由について，最高裁は，①改正後の決算経理基準は回収不能と判
定される貸出金等に関する償却ないし引当，最終の回収に重大な懸念があり，
損失の発生が見込まれる貸出金等に関する必要額の引当，そして，これら以外
の貸出金等に関する貸倒実績率に基づき算定した貸倒見込額の引当などについ
て定めていたが，それ自体は具体的かつ定量的な基準とはなっていなかった，
②「資産査定通達」も，それが定性的かつガイドライン的なものであったうえ，
本件当時において関連ノンバンク等に対する貸出金の資産査定についてまで資
産内容の実態を客観的に反映させるという資産査定通達の趣旨が徹底されてい
たか否かは不明確であった，③「９年事務連絡」は，一般取引先とは異なる関
連ノンバンクに対する貸出金について，資産査定の考え方を取りまとめたもの
であったが，その内容も具体的かつ定量的な基準を示したものとはいえなかっ
たうえ，「追加Q＆A」にその内容が反映されてはいたものの，金融機関一般
に対しては公表されていなかった，ことなどを踏まえ，以下のような判示を
行った。
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　「…本件当時，関連ノンバンク等に対する貸出金についての資産査定に
関し，従来のいわゆる税法基準の考え方による処理を排除して厳格に前記
改正後の決算経理基準に従うべきことも必ずしも明確であったとはいえ
ず，過渡的な状況にあったといえ，そのような状況のもとでは，これまで
『公正ナル会計慣行』として行われていた税法基準の考え方によって関連
ノンバンク等に対する貸出金についての資産査定を行うことをもって，こ
れが資産査定通達等の示す方向性から逸脱するものであったとしても，直
ちに違法であったということはできない…」
　なお，同最高裁判決には，古田裁判官による以下のような補足意見も付され
ている。
　「…（本件のように）業績の深刻な悪化が続いている関連ノンバンクに
ついて，積極的支援先であることを理由として税法基準の考え方により貸
付金を評価すれば，実態とのかい離が大きくなることは明らかであると考
えられ，長銀の本件決算は，その抱える不良債権の実態と大きくかい離し
ていたものと推認される。このような決算処理は，当時において，それが，
直ちに違法とはいえず，また，バブル期以降の様々な問題が集約して現れ
たものであったとしても，企業の財務状態をできる限り客観的に表すべき
企業会計の原則や企業の財務状態の透明性を確保することを目的とする証
券取引法における企業会計の開示制度の観点から見れば，大きな問題が
あったものであることは明らかと思われる。」
　長銀事件では，上記のような刑事事件最高裁判決が下される以前，前述した
民事事件において，改正後の決算経理基準は従前から内容が変更された新たな
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会計慣行としては，周知徹底がされておらず，事件当時における「唯一の公正
ナル会計慣行」であったとはいえないとして，元取締役らの「損害賠償責任」
が否定されており27，法的責任の成立の有無という点では，刑事事件と民事事
件とで結論が分かれていたところであったが，この刑事事件最高裁判決をもっ
て，被告元取締役らは民事および刑事の両責任とも否定されることとなった。
２　日本債券信用銀行事件（最判平成21年12月７日判時2072号155頁）
　株式会社日本債券信用銀行（以下，「日債銀」とする）は，1998年12月，長
銀と同様に特別公的管理の開始の決定が行われ，実質的な国有化の下で破綻処
理に入った。その後，元経営陣らに対して，刑事責任および民事責任28が追及
─────────────────
27　たとえば，東京地判平成17年５月19日判時1900号３頁では，次のような判示がなされている。
　　「…（本件における改正後の決算経理基準のような）変更後の会計慣行が一定時間繰り返し行わ
れることなく直ちに唯一のものとされるためには，会計処理に関する継続性の原則への配慮，ひい
ては後述するように，その内容が（平成17年改正前－筆者注）商法32条２項を介して法規範として
の強制力を持つことからしても，変更が関係者にとって，いわば不意打ちにならないような手当が
必要と解すべき（であり）…そのような手当がなされない場合には，変更後の処理基準が内容的に
みて『公正なる会計慣行』に当たるといえる場合であっても，これが一定時間繰り返し行われるこ
となく直ちに唯一のものとされることはできず，従前の処理基準に従った処理もまた『公正なる会
計慣行』として存続することになると解すべきである…」
　　「…新たな会計慣行について，一定時間繰り返し行われることなく直ちに唯一の「公正なる会計
慣行」として強制力を生じさせるためには，改正手続が適正なものであることは当然としても，新
たな銀行の貸出金の償却・引当に関する基準が新たに法規により企業会計の基準が定められた場合
と同程度に一義的で明確なものであることに加え，…当該基準に拘束されることになる関係者（銀
行の取締役，公認会計士，税理士等）に対し，当該基準が広く会計上のならわしとして相当の時間
繰り返して行われた場合と同視しうる程度に，これが規範として拘束性を有するものであることの
周知徹底を図ることが必要と解すべきである…」
　　このように，長銀民事事件の地裁判決は，新たな特定の会計処理のための基準が唯一の「公正ナ
ル会計慣行」となるためには厳格なハードルがあるかのような判示を行っていた。また，控訴審で
ある東京高判平成18年11月29日判タ1275号245頁も，おおよそ，同様の理由から「新基準（改正後
の決算経理基準─筆者注）は，平成10年３月期当時，「公正なる会計慣行」であったと認めること
はできるが，従前から繰り返し行われていた公正なる会計慣行である旧基準を一義的明確に廃止す
るものとは認められないから，唯一の『公正なる会計慣行』であったとはいえ（ない）」としていた。
28　日債銀に関する民事責任追及事例としては，元取締役らおよび監査法人に対し，平成９年３月期
に関する有価証券報告書に虚偽記載があったとして，旧証券取引法に基づく民事責任（同法24条の
４，22条，21条１項１号・３号）を追及した大阪高判平成16年５月25日判時1863号115頁がある。
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された。
　刑事事件については，平成10年３月期の同行の決算に関し，本来は約2205億
円の当期未処理損失があったにもかかわらず，取立不能と見込まれていた貸出
金約1592億円について償却・引当の処理をせず，それを過少に約612億に圧縮
して有価証券報告書に記載して当時の大蔵省に提出したことが有価証券報告書
等虚偽記載罪に当たるとして，同行の会長，頭取および副頭取の地位にあった
代表取締役ら３名が起訴された。
　こうした事案の骨子は長銀刑事事件と共通しており，主たる争点も，上述の
貸出金についての会計処理が，商法32条２項における「公正ナル会計慣行」に
則したものであったか否かということであった。裁判の経過も長銀事件とほぼ
同様であり，第１審（東京地判平成16年５月28日刑集63巻11号2400頁）および
第２審（東京高判平成19年３月14日刑集63巻11号2547頁）では，被告取締役ら
３名全員に対して有罪の判決が下されたが，最高裁は，長銀事件と同様，資産
査定通達等によって補充された改正後の決算経理基準は基準として適用するに
は明確性に乏しく，改正前の決算経理基準に従うことを排除するものではな
かったなどと判示したうえ，ただ，この日債銀事件において問題とされた貸出
金は，長銀事件における関連ノンバンクのような原則として支援が求められた
貸出先に対するものではなかったことから，改正前の決算経理基準の考え方に
従って査定した場合に償却・引当の処理が必要となる回収不能または無価値と
評価すべきものかどうかについてさらに審理，判断する必要があるとして原審
に差し戻した。
　その後，差戻後控訴審（東京高判平成23年８月30日判時2134号127頁）では，
問題とされた貸付金の貸出先について，平成10年３月期の決算において貸出金
の回収不能額を確定させ，その金額について償却・引当が義務づけられていた
とまではいえない，なとして被告ら全員を無罪とした。
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３　ライブドア事件（東京高判平成20年７月25日判時2030号127頁）
　ライブドア事件では，以下に述べる一連の事実に関して，株式会社ライブド
ア（以下，「ライブドア」とする）やライブドアマーケティング（判決文では，
VCJ となっているが，同社は，事後にライブドアマーケティング（LDM）な
どに商号変更を行っている，以下，本稿では「LDM」と表記することとする）
のYをはじめとする役員，法人としてのライブドアに対して刑事責任と民事
責任の両責任が追及された。また，法人としてのライブドア，法人としての
LDMおよび監査法人等に対しては民事責任が追及されている。以下，Yの刑
事責任に関する裁判を中心に概観する。
　ライブドアは，ポータルサイトの運営，企業の買収・合併等を主な業務とし
た会社であり，その発行する株式を東京証券取引所マザーズ市場に上場してい
た。Yはライブドアの代表取締役兼最高経営責任者の地位にあり，さらに，ラ
イブドアの子会社であり，その発行する株式をライブドアと同様に東証マザー
ズ市場に上場していた LDMの取締役も兼ねていたところ，共犯者と共謀のう
え，ライブドアの別の子会社であった株式会社ライブドアファイナンス（以下，
「LDF」とする）が投資事業組合名義で既に買収済みであった株式会社マネー
ライフ（以下，「ML」とする）を株式交換によって LDMの完全子会社にする
ことを計画し，その際，LDMの株価を維持・上昇させるため，MLの企業価
値を過大評価して１対１の株式交換比率で株式交換を行うこととした。その
後，当該株式交換比率について，それが第三者機関が算出した結果を踏まえた
ものであり，かつ，LDMとMLの間の協議によって決定されたものである旨
が公表され，さらに，LDM株式を100分割し，それに伴って株式交換比率を
LDM100対ML１に訂正する旨が公表された（なお，これらの公表は，すべて
平成16年10月に東京証券取引所の適時開示システムであるTDnet を通じて行
われた）。
　また，平成16年11月，LDMは，平成16年12月期第３四半期において，実際
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には経常損失および当期純損失が発生していたにもかかわらず，本来は売上計
上が認められない，LDF による LDM株式の売却益を連結売上に計上するな
どし，それによって当該期が増収増益であり，前年中期以来の完全黒字化への
転換を果たした旨をTDnet を通じて公表し，LDM株式の売買その他の取引の
ため，また，同株式の相場の変動を図る目的をもって，偽計を用いるとともに，
風説を流布した。
　加えて，ライブドアにおいても，平成16年９月期決算の時点で連結で３億円
強の経常損失が発生していたにもかかわらず，LDF が出資していた４つの組
合がライブドアの株式を売却した際の価格と取得価格との差額37億6600万円余
について，本来，それらは利益として認められないにもかわわらず利益として
扱い，また，架空売上げを売上高に含めるなどして，経常利益を50億3000万円
余として虚偽の内容を記載した連結財務諸表を掲載した有価証券報告書を提出
した。
　このような事案につき，Yに対して，TDnet を通じた虚偽の公表について，
現行金商法におけるところの158条所定の風説流布・偽計使用罪，また，虚偽
の有価証券報告書の提出について，同法197条１項１号所定の有価証券報告書
等虚偽記載罪が問われた。第１審（東京地判平成19年３月16日判時2002号31頁）
は上記の事実を認定のうえ，Yに両罪の成立を認め，懲役２年６月の実刑判決
を言い渡した。
　第一審判決に対し，Yが控訴の申立を行ったところ，控訴審判決（東京高判
平成20年７月25日判時2030号127頁）も，控訴を棄却し，原判決を維持した。
その際，Y側から，LDF 傘下の４つの組合がライブドアの株式を売却によっ
て得た取得価格との差額を利益として扱ったことについて，「…一般に公正妥
当と見られる企業会計基準が存在し，かつ，これらに法規範性が認められてい
る…平成16年当時の連結基準では，本件各組合をライブドアないし LDFの連
結対象にしなければ違法であると断ずるほどの明確性はなかった。したがっ
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て，本件で行われた会計処理は当時の企業会計基準に違反するとは断定できな
い…」といった主張がなされていたところ，本件裁判所は，Y側のそのような
主張について「…組合が完全に実体があって独立した存在であるという前提で
会計処理を行うという仮定の下で成り立つ主張である…被告らの犯行は…会計
的側面や税務処理の面で必ずしも法的整備ができておらず，実態の不透明な民
法上の組合としての投資事業組合を組成し，これをライブドア株式の売却に形
式的に介在させ，あるいはライブドア株式の売却益がライブドア側に還流して
いる事実が発覚するのを防ぐために…組合のように日付をさかのぼらせてまで
組成した組合をスキームに介在させている。そのために経理の専門家である監
査法人や公認会計士を巻き込んで，殊更にスキームを巧妙，複雑化させたりし
ているのであって，悪質といい得る…」と判示し，刑事責任を生じさせるほど
のGAAPからの逸脱はなかったとするY側の主張を排斥した（なお，本件は，
その後Y側によって上告されたが，裁決平成23年４月25日（平成20あ1651号）
により棄却され，確定している）。
　このライブドア事件については，民事事件責任を追及する訴訟もいくつか提
起されている。たとえば，機関投資家らがライブドアに対して金商法21条の２
に基づく責任を追及した最判平成24年３月13日金判1394号16頁（日本生命保険
相互会社等事件）や，一般投資家ら3340名（内訳は，個人が3316名，法人が24
社）が，ライブドア対して金商法21条の２に基づく責任，そして，LDMに対
しても，同社が東京証券取引所の規則に基づいて行った適時開示において虚偽
の公表（虚偽に基づく株式交換に関する公表および四半期通期の業績状況の公
表）があったとして，民法709条や会社法350条に基づく責任，加えて，ライブ
ドアおよび LDMの役員や監査法人等についてもそれぞれ民法709条，平成17
年改正前商法266条の３，金商法24条の４や公認会計士法４条の10の６などに
基づく責任を追及した東京高判平成23年11月30日金判1389号36頁（一般投資家
集団訴訟事件）などがあるが，いずれも被告らの責任が認められている。
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４　足利銀行事件（宇都宮地判平成23年12月21日判時2140号88頁）
　株式会社足利銀行（以下，「足利銀行」とする）は，平成15年12月に預金保
険法102条１項３号に定める措置の認定を受けるとともに，同法111条１項に基
づく特別危機管理開始決定を受けて国有化された。その後，平成11年３月期の
有価証券報告書および平成13年９月期の半期報告書には，貸倒引当金の過少計
上や繰延税金資産の過大計上など，重要な事項に虚偽の記載があり，それらに
よって損害を被ったとして，平成11年と同14年に足利銀行が行った増資に応じ
て株式を取得し，その後国有化とともに預金保険機構によって同株式を強制取
得された元株主らが，平成16年改正前証券取引法24条の４，24条の５第５項，
22条等または不法行為に基づき，足利銀行，同行の財務計算書類について適正
意見の監査証明を行ったみずす監査法人および同監査法人の代表社員の地位に
あった公認会計士に対して損害賠償請求を行ったのが本事件である。
　この事件においても，裁判所は，前述した長銀事件および日債銀事件と同様，
虚偽記載の存否については，GAAP からの逸脱があったか否かという観点か
ら検討を行い，以下のような判示を行った。
　「…『公正なる会計慣行』とは，企業の財政状態及び経営状況を明らか
にするという商業帳簿作成の目的に照らして，一般に妥当かつ合理的と認
められ，広く会計上の習わしとして，相当の期間繰り返し行われてきた会
計処理に関する具体的基準ないし処理方法を指すものと解すべきである…
このような『公正なる会計慣行』は複数存在することがあり得ると考えら
れるから，それに従わなければ違法になる『公正なる会計慣行』は，唯一
のものでなくてはならないと解するのが相当である。そして，従前の慣行
と抵触する新たな慣行が成立した場合，新たな慣行が『唯一』のものとい
えるためには，その抵触する従前の慣行に従った会計処理を確定的に廃止
し，例外的な取扱いを許容しないことが一義的に明確であることが条件の
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一つとして必要であるというべきであり，そうした一義的明確性に欠ける
もの（基準としての内容が不明確である場合など）は，唯一の会計慣行に
は未だなっていないものと解するのが相当である…」
　このように，足利銀行事件判決は，新たな会計慣行が，一定時間繰り返し行
われることなく直ちに唯一の「公正なる会計慣行」に該当することがあり得る
という立場にたちつつも，そうした新たな会計慣行を遵守しないことが民事責
任を生じさせるような「GAAP からの逸脱」に該当すると評価されるために
は，「唯一の公正なる会計慣行」について不遵守があったことを要するとし，
さらに，その前提として，問題となった会計処理事項について「一義的明確性
のある」会計慣行が確立されていることが必要であるとした（こうした判断の
枠組みは長銀民事事件の地裁判決─本稿注27参照─の判断の枠組みと共通す
る）。
　そのうえで，この足利銀行事件の裁判所は，個別財務諸表におけるいわゆる
税効果会計導入の端緒となった，平成10年10月30日付けで企業会計審議会から
公表されていた「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」に含まれ
る「税効果会計に係る会計基準」と，税効果会計の導入を受ける形で，日本公
認会計士協会が平成10年12月22日付けで公表した「個別財務諸表における税効
果会計に関する実務指針」については，当事者間で繰延税金資産の計上にあ
たっての「公正なる会計慣行」を形成していたことについて争いがなかったこ
とから，責任の有無を判断するにあたっての「GAAPの範疇」に含まれるとし，
他方で，この事件において問題とされたそれ以外の基準，すなわち，長銀事件
および日債銀事件でも問題とされた資産査定通達や事務ガイドライン等の基準
については GAAPに含まれないとし，繰延税金資産の計上に関しても，上記
基準等が GAAPに含まれるとしても，同資産の計上が許されない財務状況で
あったとはいえないとして，最終的に，すべての被告らの責任を否定した。
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　なお，足利銀行事件において上記のように GAAPへの該当性が否定された
基準等の中には，事件当時，すなわち，平成10年12月の段階で，金融検査マニュ
アルの整備に向けて検討を行っていた検討会より，外部の意見を聴取するため
に公表されていた「金融検査マニュアル中間とりまとめ」とそれに含まれてい
た「信用リスク検査用マニュアル」，その後，平成11年７月に正式に公表され
た「金融検査マニュアル」とその中における「信用リスク検査用マニュアル最
終版」が含まれていた。そして，それらの中では，自己査定，償却・引当及び
自己資本比率等に関する検査を実施する際の具体的な着眼点等が整理され，ま
た，同マニュアルは，その公表日以降を検査実施日とする検査について適用す
ることとされていた。こうした金融検査マニュアル等の GAAP該当性につい
て，足利銀行事件における裁判所は以下のように判示した。
　「…金融検査マニュアル（信用リスクマニュアル最終版（ママ）を含む。）
は，検査官が金融検査を実施する際に用いる指針であるから，検査対象で
ある金融機関が自己査定や貸倒引当金の計上を実施するに当たって判断要
素の一つとはなり得ても，直ちに遵守すべき基準とはならない上，その内
容が明確性，一義性に欠けるところがあり，平成13年９月決算期までに同
マニュアルに基づいて実施された金融検査は主要行についても一巡するに
至っていなかったことをも踏まえれば，同期において，同マニュアルが示
す基準が『唯一』の『公正なる会計慣行』を形成していたと認めることは
できない…」
　このように，足利銀行事件判決では，金融検査マニュアルに関して，民事責
任を課すのか否かというコンテクストでは，金融機関の資産にかかる自己査定
や貸倒引当金の計上等に関する GAAPとはなりえない旨の判示がなされた。
こうした本判決の立場は，金融検査マニュアルが金融実務において，事実上，
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絶対視されてきており，その内容は直ちに慣行化してきているという実態はと
もかくとして29，その法的位置づけについては行政部内における通達・訓令に
すぎないと理解されてきたこと整合的であるように思われる30。
　他方で，本判決が，事件当時の金融検査マニュアルに基づく金融検査が，主
要行について「一巡するに至ってなかったこと」も考慮していることからすれ
ば，金融検査や銀行業における監査実務を通じ，金融検査マニュアルに記載さ
れた資産査定等にかかる事項について，それに従った会計処理が一定程度普及
し，繰り返し行われるようになったと認められる現在のような段階に至れば，
当該会計処理のあり方が責任の有無を判断する基準としての GAAPとなり得
るという含みが込められていたとも捉えられよう31。
５　三洋電機事件（大阪地判平成24年９月28日判時2169号104頁）
　この事件は，株式会社三洋電機（以下，「三洋電機」とする）が，平成19年
12月25日，平成13年３月期から平成17年３月期までの決算について，企業会計
審議会が公表している金融商品会計基準等に準拠した関係会社株式の減損処理
等を行っていなかったとして，平成13年３月期から平成19年９月中間期までの
決算短信および中間決算短信，ならびに，平成15年３月期から平成19年３月期
までの有価証券報告書および半期報告書の訂正を行ったことに端を発する。
　同日，証券取引等監視委員会は，三洋電機が，平成17年９月中間期における
純資産額が上記訂正後の額である1746億4100万円であったのに，関係会社株式
の過大計上および関係会社損失引当金の過少計上等により，2268億7200万円と
記載した平成17年９月中間期半期報告書を提出したことについて「重要な事項
につき虚偽の記載がある」として，内閣総理大臣および金融庁長官に対して
─────────────────
29　西崎ほか・前掲注2628頁〔松尾発言〕参照。
30　野村修也「金融検査マニュアルの法的性質」江頭憲治郎＝増井良啓編『融ける境 超える法３　
市場と組織』（東京大学出版会，2005年）205-206頁，西崎ほか・前掲注2627-28頁〔松尾発言〕参照。
31　野村・前掲注30225頁，弥永真生「（足利銀行民事事件）判批」ジュリ1451号（2013年）111頁参照。
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830万円の課徴金納付命令を発出するよう勧告を行った。その後，三洋電機は，
金融庁に対して重要な事項に虚偽の記載がある半期報告書を提出した法令違反
行為があったことを認め，また，金融庁から課徴金納付命令を受けたこともあ
り，課徴金830万円を納付した。さらに，金融庁は，平成13年３月期から平成
17年３月期までの三洋電機の財務書類について重大な虚偽のないものと証明し
た公認会計士に対し，業務停止２年の懲戒処分を行った。
　その後，三洋電機の株主により，同社が平成14年９月中間期から平成16年９
月中間期までに行った配当について，関係会社株式の減損処理等の会計処理が
公正な会計慣行に準拠していなかったことにより，本来は配当可能利益がな
かったにもかかわらず，違法配当がなされたとして，配当を決議した取締役ら
に対して，平成17年改正前商法266条１項１号に基づく損害賠償，決議に欠席
した取締役らに対して監視義務違反による同法266条１項５号に基づく損害賠
償，監査役らに対して善管注意義務違反による同法277条に基づく損害賠償を
求める株主代表訴訟が提起された。
　裁判所は，以上のような事案につき，本件ではそもそも違法配当がなかった
として，被告全員の責任を否定した。その際，GAAP の適用等に関連して，
次のような判示を行った。
　「…平成14年改正前商法285条の６第３項は，関係会社株式減損につい
て，『市場価格ナキ株式ニ付テハ其ノ発行会社ノ資産状態ガ著シク悪化シ
タルトキハ相当ノ減額ヲ為スコトヲ要ス』と規定する。しかし，資産状態
の著しい悪化や相当の減額の具体的内容については，一義的に明らかとな
るものではない。そこで，その判断基準については，旧商法32条２項の『公
正ナル会計慣行』を斟酌して決めることになる…」
　「…旧商法32条２項の『公正なる』とは，商人の営業上の財産及び損益
の状況を明らかにするという商業帳簿を作成させる商法の目的からみて公
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正であることをいう。その目的は，主として商人（企業）の利害関係人に
対し，営業上の財産及び損益の状況を明らかにすることにある。結局，『公
正なる』といえるか否かは，上記の目的に照らして，当該会計処理の基準
が，社会通念上，合理的なものであるといえるかどうかによって決せられ
る…」
　「…『会計慣行』とは，民法92条における『事実たる慣習』と同義に解
すべきであり，一般的に広く会計上のならわしとして相当の時間繰り返し
て行われている企業会計の処理に関する具体的な基準や処理方法をいう。
会計慣行が特定の業種に属する企業において広く行われ，かつ相当の時間
繰り返して行われているという事実があってはじめて，当該会計慣行が
『公正なる会計慣行』となる。これによって会計慣行とされた会計処理の
方法が，義務的な行為規範として旧商法32条２項を介して法的な強制力を
持ち得ると解される…」
　「…市場価格のない株式の減損処理に関する会計基準として平成13年３
月期までに存在した基準としては，税法基準としての法人税基本通達９-
１-10がある…他方，金融商品会計基準等…は，平成13年３月期から適用
開始となっている。両者を対比すると，市場価格のない株式の減損処理に
ついての判断基準として，①時価による実質価額が取得価格の50％以下と
なること，②相当期間での回復可能性のないことの２点を考慮している点
について共通している。会計審議会意見書において，金融商品会計基準等
が従来の会計慣行を踏襲したとされていること…も併せて考えると，少な
くとも前記①及び②の基準によって減損処理の要否を判断するのが平成13
年３月期における会計慣行として確立していたということができる…上記
①の基準については，客観的に明らかになるものであるが，②の基準は一
義的に明らかになるものではない。どの程度の期間でどのような基準で回
復可能性の有無を判断するのかについては，法人税基本通達９-１-10にお
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いて『近い将来』と定めるのみであり…金融商品会計基準等においても金
融商品会計実務指針285項に『十分な証拠によって裏付けられるのであれ
ば』との定めがあるのみである。どのような状態になれば回復可能性あり
といえるのかについて確たる基準はない…」
　「…そこで，当時の回復可能性の判断基準について検討するに，まず，
株式の実質価額とは，会社の保有する有形無形のすべての資産を時価評価
して算定されるものである。さらに，回復可能性とは，将来の不確実な事
象に関し，財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいてする予測である。
したがって，株式の実質価額の回復可能性の判断については，当該会社の
事業内容，規模，性質，業態のほか，それらに基づいて策定される事業計
画・方針など経営判断事項の影響を避けて通れないということができる。」
　「中でも，子会社株式の価格の回復可能性というものは，将来的に親会
社が当該子会社を含めたグループ全体をどのように経営していくか，親会
社グループ内での当該子会社の位置づけや親会社の支援方針という親会社
の経営判断の影響を強く受ける。そうすると，回復可能性の右無は，判断
基準が一義的に会計慣行として確立されていない状況の下では，上記の諸
般の事情を総合考慮して判断せざるを得ない。その判断を最もよくなし得
るのは，当該会社について精通し，経営の専門家である親会社及び子会社
の経営者に外ならない。」
　「他方，経営者は，様々な事情により当該会社の資産状況について実態
以上に良好であるとの外観を作出しようと恣意的な判断に流れる危険性が
あることも事実である。そこで，回復可能性の有無については，基本的に
は経営者の判断を尊重すべきであるが，これを無限定に採用するのではな
く，その判断に合理性があったかどうかという観点から判断されるべきで
ある。そして，回復可能性の判断の合理性を判断するに当たっては，親会
社・子会社の規模，各事業内容や業態，事業計画の内容，事業計画策定の
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基礎資料の有無・内容，子会社関係会社を含めた事業方針など回復可能性
の判断過程において考慮されるべき諸事情を総合考慮して決すべきである
…」
　「平成14年３月期において，平成13年改正後の金融商品会計実務指針の
適用が開始された…しかし，適用初年度であるから，一般的に広く会計上
のならわしとして相当の時間繰り返して行われているとはいえず，当然に
は慣行性があるとはいえない。もっとも，金融商品会計基準は，上場企業
において，有価証券報告書を提出するに当たり，これに従うことが法的に
強制されていたから（旧証券取引法193条，財務諸表等規則１条１項２項），
会計実務において広く反復継続して実施されることがほぼ確実であった。
そして，上記の金融商品会計実務指針は，金融商品会計基準に従う企業に
おいては同様に実施されることがほぼ確実なものということができる。そ
うすると，金融商品会計基準等については，例外的に慣行性を認めてよい。」
　「このように，平成13年改正後の金融商品会計実務指針については，事
実の積み重ねではなく，金融商品会計基準等が一定の企業において実施が
確実であるという点から慣行性が肯定されるのである。このような場合，
金融商品会計基準等の文言の一般的かつ合理的な解釈から導かれる会計処
理の方法が会計慣行の内容となると解するのが相当である。」
　裁判所は，以上のような判示を行ったうえ，ただし，本件における子会社を
含む関係会社の株式の価格の回復可能性に関する判断について不合理であった
とは認められないとし，そのため，「…減損処理をしなかったことが公正なる
会計慣行に適合しない違法なものとはならないと解するのが相当である」とし
た。また，原告から主張されていた，本来であれば，三洋電機の各関係会社に
対する貸付金その他投融資に関して必要な貸倒引当金や関係会社損失引当金の
計上をすべきであったとのではないかという点についても，そうした会計処理
405財務情報の不実開示と法的責任（1）
619
を行わなかったことが「公正なる会計慣行に適合しない違法なものであったと
いうことはできない」とした。
６　IHI 事件（平成19事務年度（判）第31号金融商品取引法違反審判事件）32
　この事件では，まず，株式会社 IHI（以下，「IHI」とする）が，平成18年12
月に，売上の過大計上および売上原価の過少計上等により，本来は連結中間純
損益がおよそ100億円の損失であったにもかかわらず，これを28億円の損失と
記載するなどした中間連結損益計算書を掲載した平成18年９月中間期半期報告
書を提出し，また，平成19年６月にも，同様に，売上の過大計上および売上原
価の過少計上等により，連結当期純損益が約46億の損失であったにもかかわら
ず，これを約160億円の利益と記載するなどした連結損益計算書を掲載した平
成19年３月期有価証券報告書提出した。その後，平成19年１月には，平成18年
９月中間期半期報告書を参照書類とする有価証券届出書を提出し，そのうえで
同有価証券届出書に基づいて，一般募集によって１億4300万株の株券を約560
億円で取得させ，さらに同年２月には，2145万億株の株券を80億円で取得させ
るとともに，同年６月には，募集によって社債券を300億円で取得させた。
　証券取引等監視委員会は，これらの各行為につき，「重要な事項につき虚偽
の記載がある」有価証券報告書の提出，および発行開示書類に基づく募集が
あったとして，金商法172条の２第１項または第２項，そして，第172条第１項
第１号に基づき，平成20年６月，内閣総理大臣および金融庁長官に対して約16
億円の課徴金納付命令を発出するよう勧告を行った。その後，IHI が，虚偽記
─────────────────
32　IHI 事件の事実に関する記述については，証券取引等監視委員会事務局『金融商品取引法におけ
る課徴金事例集』（平成21年６月版）（2013年11月末時点において，http://www.fsa.go.jp/sesc/
actions/actions.htm より入手可能），並びに，本事件に関して IHI が公表している「社内調査委員
会の調査報告書（概要）」および「株式会社 IHI のエネルギー・プラント事業における業績悪化に
関する社外調査委員会調査報告書」（2013年11月末時点において，http://www.IHI.co.jp/ 内で入手
可能）を参照した。
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載等に関する事実及び納付すべき課徴金の額を認める旨の答弁書を提出したこ
とから（なお，IHI は平成19年９月28日の時点で「業績予想の修正に関するお
知らせ」と「過年度決算発表訂正の可能性に関するお知らせ」の２つの文書を
公表し，平成19年12月には，平成19年３月期有価証券報告書の訂正報告書を提
出するなどしている），金融庁は，平成20年７月，証券取引等監視委員会によ
る勧告どおり，約16億円の課徴金納付命令の決定を行った。
　この事件で特に問題とされたのは，IHI が受注していたエネルギー・プラン
ト事業における長期大規模工事について，その収益の認識とその基礎となる総
発生原価の見積もりであった。
　これらの点に関し，企業会計基準委員会（ASBJ）からは，平成19年12月に
企業会計基準第15号「工事契約に関する会計基準」および企業会計基準適用指
針18号「工事契約に関する会計基準」が公表されており，前者については，財
務諸表等規則１条３項および連結財務諸表等規則１条３項所定の「金融庁長官
が定める…企業会計の基準」であるとされている（平成21年12月金融庁告示69
号・同70号参照）。それらの基準または適用指針によれば，平成21年４月１日
以後に開始する事業年度以降は，長期の請負工事等については，工事の進行途
上において進捗部分の成果の確実性が認められる場合であれば工事進行基準
（長期の請負工事について，各決算期末において工事進捗率に応じて売上を計
上して収益を認識する会計処理）33を適用し，そうした要件を満たさない場合
は，工事完成基準（工事の完成引渡日に工事収益・工事原価を認識する会計処
理）を適用することとされているものの，本件事件当時は，長期の請負工事等
─────────────────
33　なお，工事進行基準は，工事全体で発生する工事原価を見積もった「総発生原価見通し」に対し
て，当期までに実際に発生した「実際発生原価」の割合を工事進捗率とし，当該工事進捗率に応じ
て請負金額の一部を売上に計上することにより収益を認識する方法である。このため，仮に総発生
原価見通しを過少に見積もれば，同じ実際発生原価であっても工事進捗率が高くなり，売上が過大
に計上されることとなる。前掲注32・証券取引等監視委員会事務局『金融商品取引法における課徴
金事例集』（平成21年６月版）70頁参照。
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については，工事進行基準と工事完成基準のいずれかを選択適用することがで
きるとされていた。
　そのうえで，本件事件当時，IHI は，工期が２年以上であり，かつ，請負金
額30億円以上の長期大規模工事については工事進行基準によって収益を認識す
るものとしていた一方，①具体的なコストダウン（原価削減）施策の検討を行
わないままコストダウン効果を認識し，②原材料価格の上昇などにより，コス
トダウン効果の見直しを行うべきであったにもかかわらず，それを行わず，③
客先の合意を得ていない請負金額の増額をコストダウン効果として評価するこ
とによって不適正にコストダウン効果を認識して総発生原価見通しを過少に見
積もり，④工事発注などの事実により，期末までに認識可能であった工事原価
も総発生原価見通しに含めず，⑤下請業者への支払いの蓋然性が高い工事原価
についても総発生原価見通しに含めず，⑥海外子会社の原価把握の遅れ等によ
り，工事原価を総発生原価見通しに含めない，といったことなどを行い，工事
の総発生原価見通しを過少に見積もり，結果として，工事進捗率を上昇させ，
売上高を過大に計上し，その他にも，実際に発生した原価（売上原価）も過少
に計上し，赤字工事に備える受注工事損失引当金等についても過少に計上する
などして利益を過大に計上していた。
　こうした事案につき，IHI は，前述したように，課徴金納付命令の決定を受
け，決定通りの課徴金を納付している。そして，そのほかにも，IHI の有価証
券報告書の虚偽記載発覚によって株価が下落し，損失を被ったとして IHI の一
部の株主・投資家らが金商法18条や21条の２に基づく損害賠償請求訴訟を提起
しており，現在，同訴訟は東京地裁に系属中である34。なお，東京地裁は，当
該訴訟に関し，証券取引等監視委員会に対して同委員会が作成した IHI に関す
る「検査報告書」を提出するよう命令を下しており，その理由として，当時の
─────────────────
34　IHI 粉飾決算被害株主弁護団のホームページ（http://www.ihi-higaibengodan.jp）参照。
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裁判長は「報告書の証拠価値は相当高く，証拠調べの必要がある」と述べてい
るとの報道がなされている35。
７　小括
　以上，概観したように，長銀事件，日債銀事件および足利銀行事件といった
1990年代後半から2000年代はじめに起こった銀行等の破綻の後にその代表取締
役等に対して刑事責任および民事責任が追及された事例では，いずれも最終的
に被告である代表取締役等の責任が否定されている。
　ただ，そうした中で被告代表取締役らの責任が認められたのは，長銀事件と
日債銀事件の刑事事件における第一審および第二審の判決である。このように
一部の審級において異なる結論が導き出された背景には，長銀事件の刑事事件
最高裁判決における古田裁判官の補足意見にあるように，基本的には，これら
事件において行われた会計処理が「…直ちに違法とはいえず，また，バブル期
以降の様々な問題が集約して現れたものであったとしても…大きな問題があっ
たものであることは明らか」であったことがあるように思われる。すなわち，
「大きな問題があった会計処理」を「法的責任を課すこと」に結びつけるか否
かという点で，裁判所の法的な評価が分かれたものと思われる。もう少し詳し
い分析・検討は，次章にて行う予定であるが，上記で挙げた銀行等の代表取締
役等の責任に関する事件は，いずれの事件も，いわゆるバブル経済の崩壊後に，
いわゆる金融再生法ほか金融機能再生関連法や，金融機能の早期健全化に関す
る緊急措置に関する法律および平成12年に改正された預金保険法などによって
構築・整備された金融機関のための破綻処理法制のもとで破綻し，実質的に国
有化され，公的資金の注入が行われていたという状況下で破綻処理が行われた
銀行等に関するものである。したがって，銀行等を破綻に追い込む結果を招い
─────────────────
35　日本経済新聞2010年５月10日夕刊14頁
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た，いわゆる「破綻（倒産）責任」という要素や，破綻処理法制を利用するに
あたっての「モラルハザードの防止」といった視点などが，当初の刑事事件に
関する下級審での判断の中で責任を認容する方向で考慮された可能性も考えら
れなくもないように思われる。また，破綻とその後の実質的な国有化や公的資
金の注入が行われたという事実は，当時，社会的に耳目を集めた出来事であり，
そうした破綻銀行等の処理については，その是非や具体的な手法等を巡る様々
な見解が報道等を通じて示されていた（とくに，公的資金の注入については批
判的な見解も多くみられていた）ことも，一部の判例において責任を認容する
判断がなされていたことをあと押ししていた可能性もあるように思われる。
　反対に，上記の銀行等の代表取締役等に関する事件における被告らは，いず
れも，当該銀行等に長年に渡って受け継がれてきていた一定の経営方針や様々
な慣行等を受け継いできていたという面もあり，さらに，経営破綻の数年前ま
で，いわゆる護送船団方式に代表されるわが国の金融業界全体および金融行政
のそれまでの慣行や規制・監督の枠組みが維持されてきていた中，さらに，バ
ブル経済の崩壊という大きな外的要因が加わったもとで起こったこと，また，
長銀事件に関する刑事事件の最高裁判決で判示されているように「…平成10年
３月期の決算に関して，多くの銀行では，少なくとも関連ノンバンク等に対す
る貸出金についての資産査定に関して，厳格に資産査定通達等によって補充さ
れる改正後の決算経理基準によるべきものとは認識しておらず，現に長銀以外
の同期の各銀行の会計処理の状況をみても，大手行18行のうち14行は，長銀と
同様，関連ノンバンク等に対する将来の支援予定額については，引当金を計上
しておらず，これを引当金として計上した銀行は４行に過ぎなかった。また，
長銀及び株式会社…銀行は要償却・引当額についての自己査定結果と金融監督
庁の金融検査結果とのかい離が特に大きかったものの，他の大手17行に関して
も，総額１兆円以上にのぼる償却・引当不足が指摘されていた…」といったよ
うな事実などは，法的責任を否定する方向に作用したように思われる。
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　銀行等に関連する事件に関する以上のような捉え方は，あくまで推測の域を
出ないものも多分に含んでいるが，これらの責任を否定する方向に影響を与え
得たと思われる要素が各裁判所の判断に少なくとも心証形成レベルでも影響し
ていたとすれば，上記の各事件は純粋に GAAPの範囲とそこからの逸脱によ
る責任等の発生が問題とされる事例としては，それほど一般的な先例性をそれ
ほど有しないことになるとも解し得るように思われる。
　ライブドア事件では，元代表取締役らに刑事または民事ともに責任が認めら
れている。法人たるライブドアに無過失責任とされている金商法21条の２に基
づく損害賠償責任が認められた点はともかく，元代表取締役らに刑事責任まで
認められたのは，上述したように，架空の売上げや利益を計上するためのス
キームが巧妙かつ複雑に，また，関係者と共謀のうえで作られていたという事
実認定がなされたことや，また，上記では引用しなかったが，前記刑事事件の
控訴審判決では「本件犯行は，結果として，株式投資等の健全な発展を阻害し，
投資者の保護という面で深刻な悪影響を及ぼしたと認め得る。そして，犯行発
覚により，ライブドアは上場廃止となり，多数の株主に投下資本の回収を極め
て困難にして多大な損害を被らせたといい得ること，また取引相手等の関連企
業やその従業員にも少なからず影響を与えたことがうかがわれ，社会一般に与
えた衝撃にも無視し得ないものがあるとうかがえ，結果は重大といってよい」
といった判示もなされており，その是非はともかく，そうした考慮も刑事責任
を負わせるという結論に結びついたものと思われる。
　興味深いのは，より最近の事件である，三洋電機事件において，関係会社株
式の過大計上および関係会社損失引当金の過少計上等があり，半期報告書に要
な事項に虚偽の記載があったとして，課徴金納付命令の決定がなされ，三洋電
機自身も虚偽記載事実と法令違反を認めたうえで課徴金を納付した一方，取締
役および監査役らに違法配当に基づく会社への損害賠償責任が追及された民事
事件では責任が否定されていることである。民事事件において責任を否定する
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際，裁判所は子会社を含む関係会社の株式の価格の回復可能性に関する判断に
ついて不合理であったとは認められないとし，また，「…減損処理をしなかっ
たことが公正なる会計慣行に適合しない違法なものとはならない…」などとし
て GAAPからの逸脱はなかったとした。このように，課徴金納付命令の決定
における場面と民事責任が追及された場面において，GAAP からの逸脱の有
無に関する結論が異なっていることについては，いったいどのような捉え方を
すればよいのであろうか。
　この点，粉飾決算を行った会社の監査法人に対し，金融庁から公認会計士法
に基づく行政処分が下された一方で，民事再生手続が開始された被監査会社の
管財人から，当該監査法人に損害賠償責任が追及された事案において，「…被
告（に）…民事責任があるかということと，行政処分の対象となる公認会計士
法違反の違法な行為があったかということは，それぞれ別個の法制度に基づく
ものであるから，行政処分を受けたことをもって，直ちに被告の過失を推定す
る根拠とはならない…」との判示がなされた判例もみられるところではあ
る36。ただ，他方で，三洋電機事件などでは，各種法的責任等の成立が問題と
なる場面ごとに，GAAP の概念ないし範囲が異なることを前提とした判断が
なされてきているのか，また，仮にそうであるとしても，それが適切であるの
か，といった視点からの分析・検討も行う必要があるようにも思われる。
　また，IHI 事件でも，課徴金納付命令の決定の際には，IHI 自身が重要な事
項について虚偽の記載がある有価証券報告書を提出し，また，同様に重要な事
項につき虚偽の記載がある発行開示書類に基づく募集を行った事実および納付
すべき課徴金の額を認める旨の答弁書を提出し，当該課徴金額を納付してい
る。そして，現在では，投資家らによって，法人たる IHI の損害賠償責任を追
及する訴訟が係属中であるが，同訴訟の中で原告らが主張している損害賠償の
─────────────────
36　大阪地判平成20年４月18日判時2007号104頁（ナナボシ事件）。なお，同事件では，過失相殺を行
いつつも，監査法人の監査契約上の債務不履行責任に基づく損害賠償責任を最終的に認めている。
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法的根拠は，無過失責任とされている金商法18条および21条の２に基づく責任
である。「虚偽記載等の事実の公表がされた日」をいつの時点にするかという
問題もあるが，仮に IHI が「業績予想の修正に関するお知らせ」と「過年度決
算発表訂正の可能性に関するお知らせ」を公表した平成19年９月28日を公表日
とした場合，有価証券届出書の虚偽記載に関する損害賠償額について，原則，
「有価証券の取得額から，損害賠償請求時の市場価格または（既に当該有価証
券を性分していた場合の）処分価額」とする金商法19条１項を前提としても，
そして，とくに，有価証券報告書の虚偽記載に関する損害賠償額について，原
則，「公表日前１か月間の有価証券の市場価格の平均額と公表日後１か月間の
市場価格の平均額の差額を損害額とすることができる」とする金商法21条の２
第２項を前提としても，最終的に，一定の損害賠償額が算定されそうである
（【参考２】参照）。法人そのものとその役員という被告の違いはもちろんある
が，三洋電機事件の民事事件地裁判決において，裁判所が民事責任の成立を否
定した一方で，以上のような要素・事情を有する IHI 事件の民事責任追及訴訟
において，裁判所はどのような判断を下すのであろうか
　次章以降では，上記で挙げた法的責任等の追及事例とそこに現れた以上のよ
うな傾向や特徴を踏まえながら，これまでの学界などにおける研究や，若干で
はあるが，外国の法制や議論なども参照しながら，今後の GAAPを中心とし
【参考２】　【平成19年（2007年）から平成20年（2008年）末までの IHI の株価の推移】
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た会計処理規制のエンフォースメントのあり方について検討していきたい。
 （未完）
　厚東偉介先生には，筆者の本学への赴任以来，今日の企業社会における適切
な法制度の整備と運用の重要性，そして，今後の法律分野における研究の進展
の重要性を説いて頂き，日々励まして頂いてきた。個人的にはいまだ厚東先生
のご期待には添えない状況が続いているうえ，本稿も未完の形で出させて頂く
こととなったが，これまで厚東先生から賜ったご厚情に対するお礼の一部にで
もなれば幸いである。
※ 本稿は，平成25年度科学研究費補助金（基盤研究（C）課題番号：25380121）
による研究成果の一部である。
